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要  望  書 

 

当団体は、消費者団体訴訟制度の制度化を受けて、不当な勧誘行為や不当条

項の使用の中止を申し入れたり、団体訴権を行使していくことを重要な活動内

容として、関西地域の７府県の消費者団体や消費者問題に取り組む個人によっ

て構成され、２００５年１２月３日に結成された消費者団体であり、２００７

年８月２３日には、内閣総理大臣より消費者契約法第１３条に基づく適格消費

者団体として認定されました（組織概要についてはホームページをご参照下さ

い）。 
（要 望 事 項） 

別紙「鉄道等の定期券中途解約のルールについて【中間まとめ】」にありま

すとおり、①定期券は全国的に１ヶ月単位のものとなっており、１ヶ月と１日

でも使用すれば、２ヶ月分の使用と計算されます。これは、消費者保護の観点

から素朴に疑問もあるところではないかと考えられます。また、②例外規定と

して、「有効期間の開始日から一定日数以内の解約」に限っては、特例の払戻

しが規定されていますが、その日数は、概ね、関東では７日であるのに対し、

関西では３日とかなり短い日数になっており、基準に違いが見られます。これ

らの点を踏まえまして、定期券制度が、より消費者の利益にかなう制度になる

ようご協議させていただきたく要望する次第です。 

なお、「特例措置については、行政の認可事項ではない」という点につきま

しても、現状では、認可事項以外の点も含めて、約款全体として認可されてい

ると思いますので、まずは問題意識の共有のために懇談を要望する次第です。 


